
５３　労働力率
都道府県名 ％ 順位

東京 68.7 1

愛知 65.2 2

沖縄 64.7 3

福井 64.7 4

神奈川 64.1 5

滋賀 63.7 6

長野 63.7 7

埼玉 63.6 8

静岡 63.4 9

石川 63.3 10

山梨 63.3 11

千葉 63.1 12

栃木 63.1 13

全国 62.9 -

岐阜 62.8 14

佐賀 62.8 15

富山 62.7 16

群馬 62.6 17

三重 62.5 18

大阪 62.3 19

鳥取 62.2 20

宮城 62.2 21

茨城 62.1 22

山形 62.1 23

福岡 62.0 24

広島 62.0 25

福島 61.8 26

島根 61.6 27

京都 61.5 28

熊本 61.3 29

岩手 61.3 30

新潟 61.2 31

岡山 61.0 32

宮崎 60.9 33

香川 60.8 34

兵庫 60.3 35

青森 60.1 36

鹿児島 59.9 37

北海道 59.7 38

和歌山 59.6 39

高知 59.5 40

大分 59.5 41

愛媛 59.3 42

長崎 59.3 43

秋田 58.6 44

徳島 58.5 45 人　

山口 58.3 46

奈良 57.2 47
時点：令和2年
出典：国勢調査（総務省統計局：5年毎の調査）
計算式：労働力率＝労働力人口÷15歳以上人口×100
　　　　　 労働力人口＝就業者＋完全失業者
備考：労働力人口については、労働力状態「不詳」を補完。
参考：本県は全国平均の94.6％

〈参考〉　年齢階層別労働力人口の推移（高知県：H27年とR2年）
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５４　第１次産業就業者比率
都道府県名 ％ 順位

青森 11.3 1

高知 10.1 2

宮崎 9.8 3

岩手 9.6 4

山形 8.7 5

熊本 8.6 6

秋田 8.6 7

長野 8.5 8

鹿児島 8.3 9

和歌山 8.1 10

鳥取 7.8 11

徳島 7.6 12

佐賀 7.5 13

愛媛 6.7 14

山梨 6.7 15

長崎 6.7 16

島根 6.6 17

北海道 6.3 18

福島 6.2 19

大分 6.1 20

茨城 5.2 21

栃木 5.2 22

新潟 5.2 23

香川 4.8 24

群馬 4.5 25

岡山 4.2 26

山口 4.1 27

宮城 4.0 28

沖縄 3.9 29

静岡 3.5 30 人

全国 3.2 -

福井 3.2 31

三重 3.2 32

富山 3.0 33

岐阜 2.8 34

広島 2.7 35

石川 2.6 36 年

滋賀 2.4 37

福岡 2.4 38

千葉 2.4 39 人

奈良 2.4 40

京都 1.9 41

愛知 1.9 42

兵庫 1.8 43

埼玉 1.5 44

神奈川 0.8 45

大阪 0.5 46 年

東京 0.4 47
時点：令和2年10月1日 　<グラフ>　
出典：国勢調査（総務省統計局：5年毎の調査） 　平成22年までは労働力状態「不詳」を除く。

計算式：第1次産業就業者比率 ＝第1次産業就業者数÷就業者数×100 　平成27年からは労働力状態「不詳」を補完。

備考：就業者数については、労働力状態「不詳」を補完。
参考：本県は全国平均の310.7％

〈参考〉　第１次産業就業者数の推移（高知県）
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５５　第２次産業就業者比率
都道府県名 ％ 順位

富山 33.2 1

滋賀 33.0 2

岐阜 32.7 3

静岡 32.7 4

愛知 32.4 5

三重 32.0 6

福井 31.6 7

群馬 31.4 8

栃木 31.3 9

福島 29.6 10

茨城 29.0 11

長野 28.7 12

山形 28.6 13

新潟 28.4 14

山梨 27.9 15

石川 27.8 16

岡山 27.0 17

山口 26.4 18

広島 26.1 19

香川 25.1 20

岩手 24.8 21

兵庫 24.8 22

佐賀 24.0 23

秋田 23.9 24

愛媛 23.8 25

島根 23.5 26

徳島 23.5 27

全国 23.4 -

大分 23.2 28

埼玉 23.0 29

大阪 22.5 30 人

京都 22.4 31

和歌山 22.3 32

宮城 22.3 33

奈良 22.1 34

鳥取 21.7 35

熊本 21.1 36

宮崎 20.7 37

神奈川 20.3 38

青森 20.0 39

福岡 19.9 40

長崎 19.3 41

鹿児島 19.2 42

千葉 19.1 43

高知 16.9 44

北海道 16.9 45

東京 15.0 46 年

沖縄 14.4 47
時点：令和2年10月1日 〈グラフ〉　
出典：国勢調査（総務省統計局：5年毎の調査） 産業分類が「鉱業」であったものが、

計算式：第2次産業就業者比率＝第2次産業就業者数÷就業者数×100 平成22年から「鉱業、砕石業、砂利採取業」

備考：就業者数については、労働力状態「不詳」を補完。 に改称された。

参考：本県は全国平均の72.3％ 平成22年までは労働力状態「不詳」を除く。
平成27年からは労働力状態「不詳」を補完。

〈参考〉　第２次産業就業者数の推移（高知県）
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５６　第３次産業就業者比率
都道府県名 ％ 順位

東京 84.6 1

沖縄 81.7 2

神奈川 79.0 3

千葉 78.5 4

福岡 77.7 5

大阪 77.0 6

北海道 76.8 7

京都 75.7 8

奈良 75.5 9

埼玉 75.5 10

長崎 74.0 11

宮城 73.7 12

兵庫 73.4 13

全国 73.4 -

高知 73.0 14

鹿児島 72.5 15

広島 71.2 16

大分 70.7 17

鳥取 70.5 18

熊本 70.2 19

香川 70.0 20

島根 69.9 21

石川 69.6 22

和歌山 69.6 23

宮崎 69.5 24

山口 69.5 25

愛媛 69.5 26

徳島 68.9 27

岡山 68.9 28

青森 68.7 29

佐賀 68.5 30

秋田 67.5 31 人

新潟 66.4 32

茨城 65.8 33

愛知 65.7 34

岩手 65.5 35

山梨 65.3 36

福井 65.1 37

三重 64.8 38

滋賀 64.6 39

岐阜 64.4 40

福島 64.2 41

群馬 64.1 42

静岡 63.8 43

富山 63.8 44

栃木 63.5 45

長野 62.8 46 年

山形 62.8 47
時点：令和2年10月1日 　〈グラフ〉 
出典：国勢調査（総務省統計局：5年毎の調査） 　産業分類の改訂により､過去の数値とは
計算式：第3次産業就業者比率＝第3次産業就業者数÷就業者数×100 　必ずしも接続しない。
備考：就業者数については、労働力状態「不詳」を補完。 　平成22年までは労働力状態「不詳」を除く。
参考：本県は全国平均の99.5％ 　平成27年からは労働力状態「不詳」を補完。

〈参考〉　第３次産業就業者数の推移（高知県）
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５７　雇用者比率
都道府県名 ％ 順位

神奈川 86.8 1

千葉 86.0 2

埼玉 85.8 3

滋賀 85.6 4

愛知 85.4 5

兵庫 84.4 6

富山 84.2 7

宮城 84.2 8

三重 84.1 9

大阪 84.1 10

広島 84.0 11

福岡 83.6 12

山口 83.4 13

全国 83.3 -

静岡 83.1 14

東京 83.1 15

北海道 83.1 16

茨城 83.0 17

石川 82.9 18

岡山 82.7 19

岐阜 82.6 20

沖縄 82.6 21

奈良 82.6 22

栃木 82.4 23

新潟 82.3 24

群馬 82.1 25

香川 82.0 26

福井 81.9 27

京都 81.6 28

島根 81.3 29

大分 81.3 30

福島 81.0 31

鳥取 80.6 32

長崎 80.5 33

岩手 80.4 34

佐賀 80.2 35

秋田 79.9 36

愛媛 79.8 37

鹿児島 79.7 38

熊本 79.0 39

宮崎 78.7 40

長野 78.7 41

青森 78.5 42

山形 78.5 43

徳島 78.4 44

山梨 78.1 45

高知 76.8 46

和歌山 76.7 47
時点：令和2年10月1日
出典：国勢調査（総務省統計局：5年毎の調査）
計算式：雇用者比率＝雇用者数（役員を除く）÷就業者数×100
備考：雇用者数及び就業者数については、労働力状態「不詳」を補完。
参考：本県は全国平均の92.1％

〈参考〉　従業上の地位別就業者数の構成比（高知県：R2年）

雇用者
76.8%

雇人のない業主

9.8%

家族従業者
5.3%

役員

4.9%

雇人のある業主

3.0%

家族内職者

0.1%



５８　県外就業者比率
都道府県名 ％ 順位

埼玉 29.28 1

千葉 27.42 2

奈良 27.33 3

神奈川 24.94 4

兵庫 14.05 5

京都 12.35 6

滋賀 11.02 7

岐阜 10.97 8

茨城 9.67 9

全国 8.95 -

佐賀 8.46 10

東京 7.50 11

栃木 7.08 12

和歌山 6.49 13

大阪 6.03 14

群馬 5.61 15

三重 5.50 16

山梨 3.18 17

鳥取 3.13 18

山口 2.69 19

福岡 2.67 20

島根 2.38 21

岡山 2.31 22

愛知 2.25 23

熊本 2.11 24

大分 1.96 25

徳島 1.78 26

宮城 1.75 27

岩手 1.74 28

静岡 1.74 29 ％

広島 1.70 30

長崎 1.62 31

石川 1.59 32

福島 1.51 33

香川 1.51 34

宮崎 1.50 35

富山 1.36 36

福井 1.26 37

鹿児島 1.16 38

山形 1.05 39

青森 1.02 40

愛媛 0.98 41

長野 0.89 42

高知 0.77 43

秋田 0.72 44

新潟 0.45 45

北海道 0.17 46

沖縄 0.17 47
時点：令和2年10月1日 　　<グラフ>　
出典：国勢調査（総務省統計局：5年毎の調査） 　　100を超えているときは通勤・通学人口の

計算式：県外就業者比率 ＝県外就業者数÷就業者数×100 　　流入超過を示し､100を下回っているときは

備考：県外就業者数及び就業者数については、従業地「不詳」を補完。 　　流出超過を示す。

参考：本県は全国平均の8.6％ 　　昼夜間人口については、従業地「不詳」を

　　　　県外就業者とは、常住地と異なる都道府県で就業している者である。 　　補完。

〈参考〉　昼夜間人口比率（上位・下位３位都道府県と高知県：R2年）
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５９　女性就業者比率（対女性15歳以上人口）
都道府県名 ％ 順位

東京 58.1 1

福井 55.6 2

沖縄 54.9 3

石川 54.1 4

愛知 54.1 5

長野 53.9 6

佐賀 53.5 7

富山 53.4 8

鳥取 53.3 9

滋賀 53.2 10

山梨 53.2 11

静岡 53.0 12

岐阜 53.0 13

島根 52.8 14

神奈川 52.6 15

山形 52.6 16

埼玉 52.4 17

全国 52.4 -

群馬 52.3 18

三重 52.3 19

熊本 52.2 20

千葉 52.1 21

栃木 52.0 22

宮崎 52.0 23

福岡 51.6 24

大阪 51.5 25

新潟 51.5 26

広島 51.4 27

京都 51.3 28

茨城 51.1 29

岡山 51.1 30

香川 51.1 31

高知 51.1 32

宮城 50.9 33

岩手 50.9 34

鹿児島 50.7 35

福島 50.6 36

青森 49.7 37

長崎 49.7 38

兵庫 49.6 39

愛媛 49.4 40

大分 49.4 41

和歌山 49.2 42

徳島 49.2 43

北海道 48.8 44

秋田 48.2 45 人　

山口 48.1 46

奈良 46.7 47
時点：令和2年10月1日
出典：国勢調査（総務省統計局：5年毎の調査）
計算式：女性就業者比率＝女性就業者数÷15歳以上女性人口×100
備考：女性就業者数については、労働力状態「不詳」を補完。
参考：本県は全国平均の97.5％

〈参考〉　年齢階層別女性就業者数の推移（高知県：H27年とR2年）
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６０　有効求人倍率（新規学卒者とパートタイムを除く）
都道府県名 倍 順位

福井 1.87 1

島根 1.73 2

新潟 1.56 3

長野 1.52 4

岐阜 1.50 5

秋田 1.50 6

熊本 1.50 7

富山 1.48 8

山口 1.48 9

鳥取 1.45 10

山形 1.45 11

宮崎 1.44 12

香川 1.42 13

愛媛 1.42 14

広島 1.41 15

福島 1.41 16

宮城 1.40 17

鹿児島 1.39 18

岡山 1.39 19

石川 1.37 20

茨城 1.35 21

三重 1.31 22

岩手 1.29 23

佐賀 1.28 24

大分 1.28 25

愛知 1.26 26

徳島 1.25 27

山梨 1.25 28

静岡 1.25 29

群馬 1.25 30

長崎 1.16 31 人 ％

全国 1.16 -

東京 1.14 32

栃木 1.12 33

青森 1.10 34

大阪 1.09 35

奈良 1.09 36

高知 1.08 37

和歌山 1.07 38

京都 1.07 39

北海道 1.05 40

福岡 1.04 41

滋賀 0.93 42

兵庫 0.91 43

埼玉 0.91 44

千葉 0.83 45

沖縄 0.80 46 年

神奈川 0.78 47
時点：令和3年度 〈グラフ〉
出典：一般職業紹介状況（職業安定業務統計）（厚生労働省） 時点：各年３月卒
計算式：有効求人倍率＝有効求人数÷有効求職者数 出典：学校基本調査（文部科学省）
参考：本県は全国平均の93.5％
　　　　有効求人倍率とは、公共職業安定所に申し込まれている
　　　　求職者数に対する求人数の割合であり、労働力の需給状況を
　　　　示すものである。

〈参考〉　高等学校新規卒業者の就職状況の推移（高知県）
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６１　有効求人倍率（新規学卒者を除き、パートタイムを含む）
都道府県名 倍 順位

福井 1.80 1

島根 1.55 2

秋田 1.49 3

岐阜 1.49 4

富山 1.45 5

香川 1.42 6

新潟 1.41 7

岡山 1.41 8

石川 1.40 9

鳥取 1.39 10

長野 1.39 11

山口 1.38 12

広島 1.38 13

茨城 1.38 14

宮崎 1.36 15

山形 1.35 16

熊本 1.35 17

宮城 1.33 18

群馬 1.32 19

福島 1.32 20

愛媛 1.31 21

鹿児島 1.30 22

三重 1.26 23

岩手 1.26 24

山梨 1.26 25

佐賀 1.26 26

愛知 1.23 27

徳島 1.23 28

東京 1.22 29

大分 1.21 30 倍

奈良 1.19 31

全国 1.16 -

静岡 1.15 32

大阪 1.14 33

和歌山 1.12 34

高知 1.11 35

長崎 1.10 36

京都 1.09 37

青森 1.09 38

栃木 1.08 39

福岡 1.08 40

北海道 1.03 41

滋賀 0.97 42

埼玉 0.94 43

兵庫 0.94 44

千葉 0.86 45

神奈川 0.80 46 年度

沖縄 0.76 47
時点：令和3年度
出典：一般職業紹介状況（職業安定業務統計）（厚生労働省）
計算式：有効求人倍率＝有効求人数÷有効求職者数
参考：本県は全国平均の95.7％

〈参考〉　有効求人倍率（新規学卒者を除き、パートタイムを含む）の推移（年度平均）
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６２　就職率
都道府県名 ％ 順位

秋田 42.5 1

福井 42.1 2

島根 41.7 3

岩手 40.9 4

鳥取 39.9 5

山形 38.7 6

宮崎 38.6 7

大分 37.7 8

徳島 37.5 9

鹿児島 37.3 10

富山 36.9 11

佐賀 36.8 12

長崎 36.4 13

山口 35.9 14

青森 35.7 15

新潟 35.6 16

長野 35.4 17

福島 34.3 18

香川 34.0 19

高知 33.2 20

山梨 33.1 21

熊本 32.9 22

石川 32.8 23

和歌山 32.5 24

岐阜 32.1 25

滋賀 32.1 26

愛媛 32.0 27

奈良 31.1 28

岡山 30.8 29

三重 30.4 30 ％

広島 29.9 31

栃木 29.9 32

宮城 29.1 33

群馬 28.8 34

茨城 27.5 35

全国 26.8 -

沖縄 26.3 36

静岡 26.0 37

京都 25.9 38

福岡 24.4 39

兵庫 23.6 40

愛知 23.0 41

千葉 22.0 42

北海道 21.4 43

大阪 20.4 44

埼玉 19.9 45

神奈川 18.2 46 年度

東京 16.7 47
時点：令和3年度
出典：一般職業紹介状況（職業安定業務統計）（厚生労働省）
計算式：就職率＝就職件数÷新規求職申込件数×100
参考：本県は全国平均の123.7％

〈参考〉　就職率の推移（高知県と全国）
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６３　常用労働者月間現金給与総額（事業所規模5人以上）
都道府県名 円 順位

東京 412,797 1

愛知 340,961 2

大阪 330,176 3

神奈川 327,151 4

茨城 322,651 5

全国 319,461 -

広島 318,616 6

福井 316,499 7

三重 314,076 8

静岡 308,087 9

徳島 306,098 10

滋賀 305,973 11

栃木 303,789 12

宮城 301,360 13

群馬 301,192 14

兵庫 300,034 15

福岡 298,060 16

長野 296,970 17

山口 296,968 18

山梨 296,027 19

石川 295,712 20

香川 294,694 21

千葉 292,913 22

富山 292,633 23

北海道 292,281 24

埼玉 291,665 25

岡山 290,613 26

新潟 289,503 27

福島 289,139 28

和歌山 287,843 29 千円　

京都 284,884 30

島根 284,257 31

岩手 282,811 32

熊本 281,976 33

愛媛 278,680 34

山形 278,451 35

岐阜 277,132 36

秋田 276,635 37

長崎 270,911 38

大分 269,496 39

鳥取 268,788 40

鹿児島 265,273 41

宮崎 264,859 42

高知 264,771 43

青森 263,815 44

佐賀 261,737 45

奈良 253,086 46

沖縄 250,796 47
時点：令和3年 <グラフ>　
出典：毎月勤労統計調査地方調査（厚生労働省） 　　　　　　　　　　　 　出典：毎月勤労統計調査全国調査
参考：本県は全国平均の82.9％ 　　　　　（厚生労働省）
　　　　現金給与総額とは、所得税・社会保険料等を差し引く前の 　　　　　毎月勤労統計調査地方調査
　　　　金額で、超過労働給与、賞与、諸手当等を含む。 　　　　　（県統計分析課）

〈参考〉　産業別月間現金給与総額（高知県と全国：R3年）
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６４　常用労働者月間総実労働時間数（事業所規模5人以上）
都道府県名 時間 順位

青森 148.3 1

山形 148.1 2

秋田 146.9 3

岩手 146.8 4

福島 145.6 5

宮城 144.3 6

福井 144.3 6

島根 144.2 8

徳島 144.0 9

宮崎 143.5 10

鳥取 142.6 11

香川 142.4 12

群馬 142.1 13

茨城 142.0 14

栃木 141.8 15

新潟 141.8 15

長野 141.8 15

熊本 141.7 18

愛媛 141.6 19

長崎 141.4 20

大分 140.5 21

山梨 140.3 22

広島 140.2 23

富山 140.1 24

山口 140.0 25

鹿児島 139.9 26

沖縄 139.9 26

和歌山 139.8 28

岡山 139.7 29

佐賀 138.6 30 時間　

北海道 138.5 31

静岡 138.5 31

三重 138.5 31

愛知 138.1 34

東京 137.6 35

石川 137.5 36

高知 137.5 36

福岡 137.2 38

全国 136.1 -

岐阜 135.6 39

大阪 133.0 40

埼玉 130.5 41

滋賀 130.4 42

兵庫 129.5 43

神奈川 129.4 44

千葉 128.5 45

京都 124.1 46

奈良 121.6 47
時点：令和3年 <グラフ>　
出典：毎月勤労統計調査地方調査（厚生労働省） 　出典：毎月勤労統計調査全国調査
参考：本県は全国平均の101.0％ 　　　　　（厚生労働省）
　　　　総実労働時間数とは、就業規則等で定められた所定内労働時間数と 　　　　　毎月勤労統計調査地方調査
         残業、休日出勤、早出等の所定外労働時間数の合計である。 　　　　　（県統計分析課）

〈参考〉　産業別月間総実労働時間数（高知県と全国：R3年）
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６５　労働災害度数率
都道府県名 0.0 順位

沖縄 4.26 1

宮崎 3.55 2

高知 3.34 3

北海道 3.22 4

岩手 2.91 5

鹿児島 2.89 6

長崎 2.80 7

千葉 2.77 8

宮城 2.73 9

奈良 2.67 10

山形 2.63 11

青森 2.61 12

群馬 2.51 13

秋田 2.45 14

埼玉 2.45 14

新潟 2.44 16

香川 2.41 17

岡山 2.38 18

兵庫 2.36 19

山梨 2.33 20

石川 2.24 21

神奈川 2.21 22

三重 2.16 23

福岡 2.15 24

大阪 2.12 25

長野 2.09 26

全国 2.09 -

広島 2.07 27

佐賀 2.06 28

和歌山 2.03 29

徳島 2.01 30

富山 1.96 31

滋賀 1.93 32

熊本 1.92 33

福島 1.91 34

鳥取 1.88 35

島根 1.87 36

福井 1.86 37

茨城 1.84 38

京都 1.84 38

愛媛 1.80 40

岐阜 1.74 41

静岡 1.71 42

愛知 1.59 43

東京 1.58 44

大分 1.23 45

栃木 1.22 46 年　

山口 0.80 47
時点：令和3年
出典：労働災害動向調査（厚生労働省）
計算式：労働災害度数率＝労働災害による死傷者数÷延べ実労働時間数×1,000,000
参考：本県は全国平均の159.8％
　　　　労働災害度数率とは、100万延べ実労働時間当たりの労働災害による死傷者数をもって災害発生の頻度を
　　  　表したものである。

〈参考〉　労働災害度数率の推移（高知県と全国・年平均）
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